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資 料
小 ･中学校における特別支援教育コーディネーターの職務と校内体制
三宅 康勝1)･横川 真二2) ･吉利 宗久 3)
本研究では,小 ･中学校における特別支援教育コーディネーターを対象に質問紙調査 (144校)を実施し,その職
務の状況と校内体制の在り方に関して考察を行った (回収率;59.0%,85校).その結果,特別支援教育コーディネ
ーターの活動は,校内での支援体制づくりの過程にあり,多くが現在の体制について満足しておらず, ｢校務分掌
や担任の仕事が忙しく,時間がないJ, ｢教特長の理解が得られない｣といった課題を感じていた｡今後,地域性
や校内事情を考慮しながらも,一定のコーディネーター像を確立した上で,特別支援教育に関する学校全体の意識
を高めていく必要性が示唆された｡
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I.問題の所在
文部科学省は203(平成15)年3月の ｢今後の特別
支援教育の在り方について (最終報告)｣において,従
来の特殊教育から特別支援教育-の転換を打ち出し7㌔
すなわち,従来の特殊教育における対象に,通常学級に
約 6%程度在籍するとされる学習障害 (Ⅰ血 Ig
rhRbiliBes;ID),注意欠陥･多動生障害仏血 onm瓜cit
/時 下ぼaChvibrmsα血 ;AαHD),高機能自閉症などの
児童 ･生徒も加え,一人一人の教育的ニーズを把握し.
生活や学習上の困難を改善･克服するため適切な指導や
必要な支援を行う新たな学校体制の構築が求められた｡
そして,その特別支援教育を推進するためのキーパーソ
ンとして,盲･聾･養護学校 (特別支援学校)に限らず,
すべての小 ･中学校に特別支援教育コーディネーター
(以下,コー ディネーターとする)を配置する構想が示
されたのであった｡
こうした動向のなか,文部科学省は203(平成 15)
年度から ｢特別支援教育推進体制モデル事業｣ (205
年度からは『特別支援教育体制推進事業』)として,2㈱
-203(平成12-15)年度までに展開された ｢Ⅰ.Dモデ
ル事業｣の成果をもとに,①校内委員会の設嵐 ②教育
委員会における専門家チームの設置,③巡回相談の設置
の3つを引き継ぎ,Am ,高機能自閉症についても判
1)岡山大学特別支援教育特別専攻科
2)岡山県立早島養護学校
3)岡山大学教育学部
断基艶 実態把握の観点の検配 コー ディネーターの指
名と研修の実施等を行うこととした｡そして,207(辛
成19)年度までにすべての学校においてコー ディネータ
ーの指名を目指した｡こうした取り組みにより,コー デ
ィネーターの指名率は向上しており,全国の平均で小学
校93.3%,中学校90.9% eCXi年9月1日現在)に及ん
でいる (文部科学省,207)｡
このように,数量的には充実してきてはいるものの,
今後コー ディネーターの専門性 (質的側面)の向上が課
題となっているo文部科学省 伽 )によれば.小･中
学校におけるコー ディネーターの具体的な役割として,
①校内の関係者や関係機謁との連絡所艶 ②陳建者に対
する相軟窓口,③担任-の支援,④巡回相散や専門家チ
ームとの連携,⑤校内委員会での推進役の5点を挙げる
ことができる｡これに加えて特称伎援学校では,⑥地域
の′｣､･中学校-の支援,⑦地域関係機関との連絡椎 と
いう地域のセンター的機能を果たすことも求められて
いる｡また,コー ディネーターに求められる資質と技能
については,河合 QOO4)が,①校内支匪体制の構築･
整備に関することや関係機関等との連絡調整に関する
資質,②特別な教育的ニーズのある子どもや牌 者の理
解に関する資質,③時事のある児童･生徒などの教育実
践の充実に関する資質,④地域における関係者や関係機
関とのネットワークの構築に関する資質の 4点を挙げ
た｡このうち,小 ･中学校においては①,②の2点を重
視し,特別支援学校のコーディネーターには④の ｢ネッ
トワー ク構築力｣が必要であるとした｡これらのことか
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ら,コーディネーターには多様な役割が求められてお
り,その人材育成が大きな課題となっていることが指摘
できる｡
これまで,都道府県 政令指定都市の教育委員会にお
いて203(平成 15)年度よりコーディネーターの養成
研修が行われてきた｡また,大学完などの専門機関では,
コーディネーター養成課程を設けて,現職教員のコー デ
ィネーターとしての専門性の向上にむけて動き出して
いる機関も出始めてきた｡高原･島田･八幡 C07)は,
全国の47都道府県と205(平成17)年度以降に指定さ
れた都市を除く13の政令指定都市を合わせた60の教育
委員会を対象に調査し,コー ディネーター養成のための
研修が多くの自治休で積極的に取り組まれている状況
を明らかにした｡しかし,国立特殊教育総合研究所
Q05)によれば,コーディネーターの多くは,特殊学
級担任や管理職の兼務であることが明らかになり,兼務
担当者の事務的･時間的負担-の配慮の必要性が生じて
いた｡
これらのことから,各学校においてコーディネーター
の指名は急速に進んできたが,実際にはコーディネータ
ーがその職務を行うに適した校内支援体制が整備され
ているとは言い難い現状があると考えられる｡文書陣卜学
省は2007(平成19)年4月に通達した ｢特別支援教育
の推進について (通知)｣の中で,各学校においてコー
ディネーターを指名し,校務分掌に明確に位置づけるこ
とを示した｡これは校内体制の整備の必要性を示したも
のと言えるであろう｡そこで本研究では,コー ディネー
ターに称する質問紙調査を実施し,小･中学校における
コーディネーターの職務の現状を明らかにするととも
に,コー ディネート機能を果たすための校内体制をどの
ように整えたらよいか検討していくこととした｡
Ⅱ.研究方法
1.調査対象および期間
調査対象は 0県内において地域性を考慮して選定し
た人口5万人以上の3都市 (K市 :約48万人,T市 :
約 11万人,S市 :約7万人)に所在する全ての小学校
(1C6校),および中学校 (38校)の計144校である｡
調査の方法は郵送による質問紙調査であり,207(平成
19)年10月初旬から11月初旬にかけて実施した｡回答
はコーディネーター (複数指名している学校は,主とし
てコーディネーターの職務を行っている教員)に依頼し
た｡回収率は,小学校59.4% (63校),中学校57.9%Q2
校),小 ･中学校合計59.0% (85校)であったO
2.調査項目
調査項目の作成にあたっては,文部科学省 Q∝叫)に
おいて示された,小･中学校のコー ディネーターに関す
る具体的な役割を参考にし,①校内の関係者や関係機関
との連絡調整,②保護者に対する相談窓口,③担任-の
支援,④巡回相談や専門家チームとの連携,⑤校内委員
会での推進役の5つの観点から構成した｡
Ⅱ.結果
1.コーディネーターの職務に関する現状
1)属性
本調査では,男性16名 (18.8%),女性69名 (81.2%)
のコー ディネーターから回答を得た｡そのうち年齢別で
みると,30代の教員は2名 也.4%),40代の教員は50
名 (58.8%),50代の教員は33名 (33.8%)であった｡
また,教職経験年数では16-20年が11名 (12.9%),
21-25年が30名(35.2%),26-30年が31名(36.4%),
31年以上が10名 (ll.8%)と,40歳代以上 および教
職経験年数21年以上の中堅からベテラン層がコー ディ
ネーターの大半を占めていたC現任校勤務年数では,1
年12名 (14.1%),2年15名 (17.6%),3年6名(7%),
4年14名(16.5%),5年8名(9.4%),6年11名(12.9%),
7年14名 (16.5%),8年5名 (5.9%)であった.
2)職務体制
各校のコーディネーター指名数では,1名が 81校
(95.3%)と圧倒的に多いが,一方で複数 Q名)のコ
ーディネーターを指名している学校も4校あった｡校務
分掌を兼務しているのは71校 (83.5%)と,大半の学校
で何らかの校分掌を兼務している実態が明らかになっ
た｡校務分掌を兼務するメリットとして, ｢学校全体の
ことを把握できる｣, ｢校内の教職員の連携を図ること
が容易｣という回答が高い割合を占めた (表1)0-尤
校務分掌を兼務するデメリットとしては, ｢時間的な余
裕がなくなるので十分な支援が行えない｣という回答が
高い割合を占めた (表2)0
このことはコーディネーターとして一週間平均の職
務時間が2時間以下という回答の割合が60.1%というこ
と (表3)や,一週間の担当授業時数が16時間以上とい
う回答が4分の3以上 (76.5%)を占めているというこ
とからもコーディネーターの多忙な状況がうかがえる
(表4)0
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表1校務分掌を兼務しているメリット (自由記述)
人数 (%)
学校全体のことを把握することがで
きる
校内の教職員と連携を図ることが容
易
児童･生徒の実態を把握しやすい
特にない
研修に参加しやすい
障害についての理解が深まる
特別支援教育の知識や経験を生か
すことができる
その他
20(36.4)
14(25.5)
6(10.9)
6(10.9)
2 (3.6)
3 (5.5)
1 (1.8)
3 (5.5)
(n=55)
表2校務分掌を兼務しているデメリット (自由記述)
人数 (%)
時間的余裕がなくなるので十分な支
援が行えない｡
支援の必要なときに対応できない
ほかの校務分掌の遂行に支障が出
る
特になし
44(72.1)
8(13.1)
5 (8.2)
4 (6.6)
(n=61)
表3職務時間数 (1週間平均)
人数 (%)
18 (21.2)
6 (7.1)
17 (20.0)
10 (ll.8)
5 (5.9)
2 (2.4)
7 (8.2)
3 (3.5)
8 (9.4)
9 (10.6)
表4担当授業時数
人数 (%)
なし
1-5時間
6-10時間
ll-15時間
16-20時間
21-25時間
26時間以上
2 (2.4)
1 (1.2)
7 (8.2)
10 (ll.8)
16 (18.8)
19 (22.4)
30 (35.3)
表5指名理由 人数(%)
特別支援学校の免許を保有
しているので
特別支援学校での勤務経験
があるので
特別支援学級での勤務経験
があるので
現任校勤務が長いので
よくわからない
その他
1.2
7 (8.2)
35 (41.2)
3 (3.5)
14 (16.5)
25 (29.4)
3)指名理由と特別支援教育経験
コーディネーターの指名理由は ｢特男l伎援学級での勤
務経験があるので｣が35名 (41.2%)と最も多く,特別
支援教育のスタートに合わせて,特別支援学級経験者を
多く指名している様子がうかがえる｡逆に, ｢現任校勤
務が長いので｣という回答は3校にとどまっている (秦
5)｡この中で特徴的なのが ｢その他｣が25名 Q9.4%)
と多いことである｡その主な内容は,｢教務主任なので｣
が6名, 切口配教員なので｣が3名, ｢全体が把握でき
る立場にいる｣, ｢担任以外の立場である｣が2名など
であった｡
特別支援教育の経験については,のべ73名 (76.8%)
のコーディネーターが ｢経験あり｣と答えた｡このうち
52名 (54.7%)が特別支援学級での経験を有しており,
コーディネーターの指名理由とも関連していると考え
られる｡
4)校内での立場
コーディネーターの校内での立場で最も多い特別支
援学級担任は38名 (44.7%)であり,次いで教務主任が
14名 (16.5%)であった (表6)｡特別支援学級担任が
多いのは,特別支援学級での勤務随扱者をコー ディネー
ターに多く指名していることによるものと考えられる｡
次いで教務主任が多いのは,既に述べたように,校務分
掌を兼務しているメリットとして, ｢学校全体のことを
把握することができる｣という回答が多かったことから
も,コー ディネーターは校内全休を見渡せる立場が望ま
しいと考えられているのではないかと思われる｡
また, ｢その他｣も15名 (17.6%)と多かった勺その
主な内訳は, ｢教科専科｣が5名, ｢少人数担当｣が4
名, ｢児童支援｣2名などで,比較的担当授業時間の少
ない教員がコーディネーターに指名されていた｡
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表6校内での立場
人数 (%)
校長
教頭
教務主任
生徒指導主任
学年主任 ･
特別支援学級担任
通常学級担任
養護教諭
保健指導主任
コー ディネーター 専任
その他
無回答
o (o)
2 (2.4)
14 (16.5)
4 (4.7)
2 (2.4)
38 (44.7)
5 (5.9)
1 (1.2)
o (o)
3 (3.5)
15 (17.6)
1 (1.2)
5)重要だと思う職務と実際に取り組んでいる職務
コーディネーターとして重要だと思う職務と実際に
取り組んでいる職務について,｢校内関係者との連騰｣,
｢関係機関との連携｣, ｢保護者に対する相談日 ｢学
級担任-の支援J.｢巡回相談,専門家との連騰｣,｢校
内委員会の推進｣, ｢その他｣から該当するもの上位3
点のうち,1位回答を3息 2位回答を2息 3位回答を
1点としてJ轍 ヒした｡重要と思う職務については,｢学
級担任-の支援｣, ｢校内関係者との連携｣, ｢校内委
員会の推進｣の順で多かった (表7)｡一九 実際に取
り組んでいる職務についても,重要と思う職務と同様の
結果を得た (表8)｡重要だと思う職務の ｢その他｣に
ついては ｢その場に応じて動く｣, ｢事例検討｣, ｢校
内研修｣という回答があった｡一方,実際に取り組んで
いる職務の ｢その他｣では, ｢ケース会蕗｣, ｢校外研
修｣, ｢児童 ･生徒-の支援｣, ｢事例検討｣, ｢校内
研修｣という回答があったQ
表7重要だと思う職務
1位回答数:2位回答数:3警護 数量詰(点数) ; (点数) ;
校内関係者との連携
関係機関との連携
保護者に対する相談
学級担任-の支援
巡回相鉄,専門家との
連携
校内委員会の推進
その他
31 (93): 16 (32)
l (3)
4 (12)
6 (12)
15 (30)
35 (105): 23 (46)
2 (6)
10 (30)
1 (3)
6 (12)
16 (32)
1 (2)
ll (ll): 136
20 (20)
14 (14)
7 (7)
17 (17)
13 (13)
1 (1)
35
56
158
35
75
6
表8実際に取り組んでいる職務
校内関係者との連携
関係機関との連携
保護者に対する相鉄
学級担任への支援
巡回相鉄,専門家との
連携
校内委員会の推進
その他
l 1
17 (51): 29 (58七 14 (14)
1 (3): 5
1 (3)
15 (45)
?
?
??
14
????? ? ? ?
?
?? ????
?
? ? ? ???
? ?? ?
????
?
????
?
???
12 (12)
? ?ー???? ?
? ?? ? ? ? ?? ? ? ? 】
??? ?
17 (17)
4 (12): 1 (2): 1 (1)
?
?
??
?
(1位回答を3点,2位回答を2点,3位回答を1点として点数化した)
6)現在の校内体制に対する満足度
現在の校内体制の満足度の結果は,｢やや不満である｣
という回答が最も多く36名 (42.4%)であった｡次いで
｢やや満足している｣が27名 (31.8%)であった｡ ｢大
変満足している｣ (5名,5.9%)と ｢やや満足している｣
を合わせたものを肯定的回答,｢やや不満である｣と｢不
満である｣ (16名,18.8%)を合わせたものを否定的回
答とすると,肯定的回答は37.7%,否定的回答は612%
となり,コーディネーターの多く‡璃 在の校内体制につ
いて満足していない現状が明らかになった｡
肯定的回答について自由記述の内容は主に, ｢全職員
の共通理解が得られ,特別支援教育推進体制ができてい
る｣, ｢校内での理解が進み,協力体制ができている｣
といった回答であり,学校によっては特別支援教育-の
校内体制が整いつつある様子がうかがえた｡一方で,｢や
や満足している｣と答えながらも.自由記述において,
｢校務分掌や担任の仕事が忙しく,･時間がない｣, ｢教
職員の数が足りない｣といった否定的な回答もあり,現
在の校内体制に対して,全体的には肯定的な回答を寄せ
たコーディネーターの中にも,部分的に噛交内体制の不
備を指摘していた｡
一方,否定的回答についての自由記述の内容は主に,
｢校務分掌や担任の仕事が忙しく,時間がない｣, ｢教
職員の数が足りないJ. ｢教職員の理解が得られない｣
といった回答であり,先に述べたように,83.5%のコー
ディネーターが校務分掌を兼務していることや,50.6%
(特別支援学級担任44.7%,通常学級担任5.9%)のコ
ーディネーターが担任を兼務していることなど,コー デ
ィネーターとしての職務を行う時間の確保が難しい現
状が明らかとなった (表9)0
(1位回答を3点,2位回答を2点,3位回答を1点として点数化した)
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表9現在の校内体制の満足度の理由 (自由記述)
大女義足してI､る
･全林見の共通理解が得られ,特別支
援教育推進体制ができている
･校内での理解が進み,協力体制がで
きている
･校務分掌や担任の仕事が忙しく,時
間がない
･教職負の数が足りない
･校務分掌や担任の仕事が忙しく,時
間がない
･教職負の数が足りない
･教職員の理解が得られない
･管理礁からの指示が多い
･学校や児童生徒の実態がわからない
･コ-ディネ-クー の力量不足
17
7
3
1
1
1
･校務分掌や担任の仕事が忙しく,時
間がない
･教戟負の数が足りない
･教職員の理解が得られない
･管理職からの指示が多い
･コー ディネーター の力量不足
12
2
1
1
1
(複数回答,n=70)
7)撒務を果たすために必要な衆境整備
コーディネーターとしての職務を果たす上で必要な
衆境整備について ｢コーディネーターを専任とする｣.
｢学校全体にかかわれる担任以外の立場の教取員が行
うべき｣, ｢特方l伎援教育に対する教稚貝の共通理解｣
の順に多かった (表 10)｡このうち ｢コーディネーター
を専任とする｣ e5.7%), ｢学校全体にかかわれる担
任以外の立場の教稚貝が行うべき｣ (18,9%)という回
答は｢コーディネーター｣の立場に注目した回答である｡
このことは, ｢特別支援教育の経験者が行 うべき｣
(8.1%).rコーディネーターが力量をつける｣ (4.1%)
といった教員自身の資質や, ｢個別支援室の設置｣
(5.4%), ｢教育相談室の設置｣ (2.7%)といった校
内のハード面の整備よりも,コーディネーター自身の校
内における立場や職務を明確にすることを望んでいる
ことを示しているといえるであろう｡
表10職務を果たすために必要な環境整備 (自由記述)
コー ディネーター を専任とする
学校全体にかかわれる担任以外の
立場の教城見が行うべき
特別支援教育に対する教城見の共
通理解
支援の必要な児童生徒に対する時
間の確保
教職員,支援員の増員
特別支援教育の経験者が行うべき
個別支援室の設置
研修の実施
関係機関との連携を密にしておく
コー ディネーター が力量をつける
管理職の理解
教育相教室の設置
19(25.7)
14(18.9)
12(16.2)
ll(14.9)
8(10.8)
6 (8.1)
4 (5.4)
4 (5.4)
4 (5.4)
3 (4.1)
2 (2.7)
2 (2.7)
(複数回答,D=74)
2.校内委貞会の推進について
校内委員会を設置しているのは81校 (未設置3校,
無回答1校)であり,調査地域の大多数の学校では校内
委員会が設置されていた｡また,設置年度は2003(平成
15)年度までは8校 (9.4%)に対し,2004(平成 16)
年度以降では55校 (64.7%)に達しており,2M (平成
16)年度以晩 校内委員会の設置が進んできた状況が明
らかになった (設置年度の無回答22校,25.9%)0
校内委員会の構成メンバーでは｢校長｣78名(95.1%),
｢教頭｣77名.(93.9%).｢コー ディネーター｣72名(873%)
の順に多い｡ ｢学卒主任J,｢通常学級担任｣が50%以
下ではあるものの,管理職やコーディネーターを中心
に,校内の様々な立場の教職員が多く参加している状況
がうかがえる (図1)｡また.rその他｣の主な内訳は,
｢通級担当｣, ｢人権教育担当｣などであった｡一方で,
スクールカウンセラーといった学校に常時勤務してい
ない職員や保護者の参加が少ないことがわかった｡
校内委員会を推進していく上での問題点としては,
｢担任や校務分掌など他の職榛が忙しく,時間の確陳が
軒しい｣が30名 (536%),rメンバーが集まりにくく,
各担当との時間調整が難しい｣が16名 払 6%)と,コ
ーディネーターが担任や校務分掌を兼務している割合
が高いことや,校内委員会の構成メンバーが様々な立場
の教稚貝であるため.時間の確保,調整が難しい状況が
明らかになった｡一方で, ｢特に問題はない｣と回答し
たコーディネーターも9名 (16.1%)いた (秦 ll)0
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51%
39ヽ
I之.4% 4(】 ●.2%I .tI78DX75.6ヽ87
38
表11校内委員会を推進していく上での閉息点 (自由記述)
担任や校務分半など他の職務が忙し
く,時間の確保が難しい
メンバーが集まりにくく,各担当との時
間訴盤が難しい
校内での理解が得られない
コー ディネーター の知鞍不足
ケース全強を充てている
必要を感じない
特に間度はない
30(53.6)
16(28.6)
3 (5.4)
3 (5.4)
2 (3.6)
9(16.1)
(複数回答,n=56)
3.校内の関係者や関係機関との連絡調垂について
1)校内の関係者との連携
コーディネーターとしての職務に悩んだ落合の相談
相手として,r校長｣50名(60.2%),｢教頭｣39名(47.0%),
｢教務主任｣25名 (30.1%)の順で多かった (図2)0
｢校長∴ ｢教頭｣に相談する主な理由としては, ｢学
校を経営,運営する立場だから｣,｢学校全体を把握し
ている｣といった,管理職としての職務上の特性をあげ
ていた｡また,｢教務主任｣については ｢学校全体を把
握している｣という理由に加え,｢特別支援教育に詳し
い｣という理由もあった｡
2)関係機関との連絡調整
関係機関との連絡調整で重要だと思う関係機関と実
際に連携している関係機関について,｢福祉機関∴ ｢医
療機関｣,｢特別支援学校｣,｢巡回相談｣,｢地元企
業｣, ｢その他｣から該当するもの上位 3点のうち,1
位回答を3息 2位回答を2点,3位回答を1点として
点数化した｡その結果 重要だと思う関係機関では ｢医
療機関｣, ｢巡回相談｣, ｢特別支援学校｣の順に多か
表12連携をEgることが重要だと思う関係機関
1管語 数…2管語 数鷺 諾 数ほ 芸
福祉機関
医療機関
特別支援学校
巡回相鉄
地元企業
その他
? ?? ? ? ? ? ? ?? ? ? ??
? ? ? ? ?
??
?
?
?
??
?
23:(23)1
15:(15)
22;(2)
20:(20)
o:(o)
(1位回答を 3点,2位回答を2点 , 3位回答を1点として点数化した)
表13実際に連携を図っている関係機関
1位回答数:2位回答数:3位回答数:合計
(点数) (点数) ; (点数) ;点数
福祉機関
医療機関
特別支援学校
巡回相政
地元企業
その他
(22七 7
(60ゞ 14
(18): 16
(28七 10
(o); o
(8): 2
77
113
73
119
0
55
(1位回答を3点,2位回答を2点,3位回答を1点として点数化した)
った (表 12)｡一九 実際に連携している関係機調では,
｢巡回相談｣,｢医療機関｣,｢福祉機関｣の順に多く,
重要と思う関係機関と実際に連携している関係機関で
は異なる傾向がうかがえた (表 13)｡また,重要と思う
関係機関と実際に連携している関係機関の両方におい
て ｢地元企業｣という回答が一件もなかった｡これは今
回の調査が′｣､･中学校のコーディネーターを対象にした
ため,就労という問題が現実に差し迫った間頓としてと
らえられていないためと考えられる｡
また,｢その他｣の回答も比較的多かった (重要だと
思う関係機関では 30息 実際に連携している関係棲関
では55点)｡主な回答としては,重要だと思う関係機
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関で ｢児童相談所｣ (福祉機関といえるが,回答のまま
に示した)が10点 (1位回答6点,2位回答2息 3位
回答2点), ｢通級指導教室｣が9点 (1位回答9点),
実際に連携している関係機関で ｢児童相簡軒｣が 15点
(1位回答9点,2位回答6息 3位回答1点), ｢通級
指導教室｣が18点 (1位回答 15息 2位回答2息 3
位回答1点)であった｡一九 関係機関と連旅していく
上で問題点があると回答したコー ディネーターは56名
(65.9%)にのぼった (問題点なし16名,18.8%,無回
答13名,15.3%)｡関係機関との連携上の問題点は,｢予
約が多くタイムリー な相談,連携ができない｣が 17名
(弧9%)で最も多く,次いで ｢多忙のため連携する時
間がない｣が10名 (18.2%)であった (表 14)o ｢そ
の他｣では ｢管理職を通して連絡するため気軽に連携で
きない｣, ｢利用しづらい｣といった回答があった｡逆
に問題点がないという主な理由は ｢必要に応じて文民
協力が得られる｣ (5名)という回答であり,十分な連
携ができている学校もあった｡
表14関係機関との連携上の間短点 (自由記述)
人数(%)
予約が多くタイムリー な相故,連携がで
きない
多忙のため連携する時間がない
具体的な問題を感じるまでに連携がで
きていない
どの機関でどのような支援を受けられる
のかわからない
保護者の理解が得られない
個人情報をどこまで話してよいのかわ
からない
相釈機関が遠方にしかない(少ない)
*用の間額
その他
17(30.9)
10(18.2)
8(14.5)
6(10.9)
5 (9.1)
3 (5.5)
2 (3.6)
2 (3.6)
8(14.5)
(複数回答,n=55)
4.保護者に対する相談窓口について
保建者からの相談内容について｢医療機関について｣,
｢進路.就労関係について｣, ｢福祉関係について｣.
｢所属する学級について｣,｢学校生活全般について｣,
｢学習について｣, ｢家庭との連勝こついて｣, ｢その
他｣から該当するもの上位3点のうち,1位回答を3息
2位回答を2息 3位回答を1点として一勝 ヒした｡そ
の結果,｢学校生活全般について｣, ｢学習について｣,
｢所属する学級について｣の順に多く,学校内における
児童 ･生徒についての相談が多いことがわかった (秦
15)｡また,保護者からの相談の対応に苦慮している点
では, ｢児童･生徒に対する保護者と学校の意鼓にずれ
があり,共通理解できない｣, ｢要望が多く対処しきれ
ない｣といった回答が上位を占め,保護者との共通理解
を得たり,要望に対処したりすることが難しい様子がう
かがえる(表16)O-方で r現在はない｣(6名,12.8%)
という回答もあり,対象児童･生徒の在籍状況によって
保護者との関係も変化している状況がうかがえる｡
逆に,学校から保護者に対する情報発信手段として
は,｢懇談会｣が38名 (44.7%),｢通信｣19名 C2.4%),
｢学級担任から伝える｣5名(5.9%),｢電話｣4名(4.7%),
｢教育相談｣, ｢m ｣がそれぞれ3名 (3.5%), ｢ホ
ームページ｣2名 は4%)など様々な手段で保薄着-悼
報発信をしている様子がわかった｡
表15保護者からの相談内容
医療機関について
進路･就労師係について
福祉関係について
所属する学級について
学校生清全般について
学習について
家庭との連携について
その他
?? ? ?
?
?
?
??
?
? ?
?
? 〜 ?
? ?
? ?
?〜
? 〜
〜
??
???
? ? ? ? ? ? ?
? ? ?
??
? ? ? ?
?
? ー
?
? ?
?
?
?
? ? ? ?
? ?
(1位回答を3点,2位回答を2点,
?
? ? ?
? ?? ?
?? ?
??
? ? ??
?? ?
? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ?
8: (8)11I
10:(10)
(4): 3: (3)
l l
1 1
≧6);16:(16)
7: (7)1I
16:(16)
(4): 4: (4)
l l1 1
(2): 1: (1)___L.･_- J｣ .___｣
3位回答を1点として点数化した)
表16保尊者からの相鉄の対応に苦慮している点 (自由記述)
人数 (%)
子どもに対する保護者の意識と学校
の意織にずれがあり共通理解できな
し＼
要望が多く対処しきれない
障害に対する理解がない
学校での様子をそのまま伝えられな
しヽ
コー ディネーター の力量不足
時間がない
個別支援を希望する人が多く,手が
まわらない
現在はない
その他
14(29.8)
6(12.8)
4 (8.5)
3 (6.4)
3 (6.4)
2 (4.3)
2 (4.3)
6(12.8)
7(14.9)
(17=47)
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5.担任-の支援について
｢担任が求める支援｣と考える項目と実際に行ってい
る支援について ｢児童･生徒の特性と対応｣, ｢障害に
関する家庭との共通認識｣, ｢各教科の支援上 ｢生活
面に対する支援｣, ｢行動面に対する支援｣, ｢学級の
児童･生徒たち-の説明｣,｢障害特性についての助言｣,
｢その他｣から該当するもの上位3点のうち,1位回答
を3息 2位回答を2息 3位回答を1点として一勝 ヒ
した｡その結果,コー ディネーターが考える ｢担任の求
める支援｣とは,主に ｢児童･生徒の特性と対応｣,｢行
動面に対する支援｣であった (表17)｡一方 実際に担
任に行っている支援についても上位2項目では同様の結
果が得られた｡しかし, ｢行動面に対する支援｣と ｢障
害特性についての助言｣の差は10点とわずかであり,1
位回答数に限ってみると ｢障害相生についての跡看｣は
14名で ｢行動面に対する支援｣の9名より多い.また,
｢各教科の支援上 ｢生活面に対する支援｣もわずかで
はあるが合計点数が多くなってきており,コー ディネー
ターが主に ｢担任が求める支援｣と考える ｢児童･生徒
の樹生と対応｣, ｢行動面に対する支援｣という項目以
外にも支援を行っている様子がうかがえる (表18)0
担任を支援していく上での問題点では, ｢時間や人員
が不足しているため,支援が中途半端に終わる｣という
回答が半数 (32名)を占め,既に述べたように担任や校
務分掌を兼務することによってコーディネーターとし
ての職務時間が足りない状況を示している (表19)｡ま
た, ｢コー ディネーターの力量不足｣という回答も多か
った (12名,18.8%)o ｢コー ディネーターの力量｣に
ついては,先に示した様々な項目で見受けられたが,本
項目での割合が最も高いことから,コー ディネーターは
担任-の支援に最も ｢コー ディネーターの力量｣が求め
られていると考えていることがわかった｡
表17 ｢担任が求める支援 ｣と考える項目
: 1位回答数:2朗 答教習 諜 数魔; (点数) ; (点数) ;
児童･生徒の特性と
対応
障害に関する家庭と
の共通瓢識
各教科の支援
生活面に対する支援
行動面に対する支援
学級の児童･生徒た
ち-の説明
障専特性についての
助言
その他
?
??
?
?
??
?
?
?
?ー?
?
?
ー
?
?
? ?
?
??
?
? ?
?
?
?
??
?
?
? ? ? ??ー
??
? ?
?
?
?
?
?
? ?
?? ? ? ? ?
?? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ?
? ?
〜 ? ? ? ? ? ? ? ? ?
?
?
?
?
??
?
?
?????? ?? ?
?
?
?
??
? ? ? ? ?
? ? ? ?? ? ? ? ? ?? ? ?
(1位回答を3点,2位回答を2点 ,3位回答を1点として点数化した)
表18担任に対する支援
1位回答数:2位回答数:3位回答数:合計
(点数):(点数): (点数)
児童･生徒の特性と
対応
障害gこ関する家庭と
の共通蕗韓
各教科の支援
生活面に対する支援
行動面に対する支援
学級の児童･生徒た
ち-の説明
障害特性についての
助言
その他
?
?
?
?
??
?
?
?? ?? ? ? ? ? ?
?
?? ?? ? ? ?
? ?
?
??
?? ?
??
? ? ??
?? ??
? ? ? ?
??
?
?
?
?
?
?
??
?
?
??
??
? ? ? ? ?
??
? ? ? ? ?
?? ? ?
??
? ? ?
??
?
?? ?
? ??
? ?
?? ?
?
?
?
?
???? ?
? ?
??
? ? ?
?? ?
?
?? ? ?
? ? ? 〜 ? ?
??
?
?? ?
?
??
?
??
?
?
?
?
??
?
?
?
?
? ?
? ? ?
? ? ?
?
?
?
?
?
?
(1位回答を3点,2位回答を2点,3位回答を1点として点数化した)
表19担任を支援していく上での問題点 (自由記述)
人数 (%)
時間や人員が不足しているため,支援
が中途半端に終わる
コー ディネー ター の力量不足
学級担任とコー ディネーター で子どもの
実態に関する瓢蔵に差がある
該当の子どもの実態がよくわからない
情報が伝わりにくい
学級経営に入っての支援は難しい
学級の実態に合った支援を考えること
その他
32(50.0)
12(18.8)
6 (9.4)
6 (9.4)
2 (3.1)
2 (3.1)
2 (3.1)
5 (7.8)
(n=64)
6.巡回相談や専門家チームとの連携について
巡回相談や専門家チームとの連携を行っている学校
は61校 (71.8%)と,多くの学校で行われていた (行っ
ていない21校,24.7%,無回答3枚 3.5%)｡その回
数は,年間3回以下が48校 (78.7%)であった｡また,
年間6回以上という学校も3校あった (6回1校,S団I
校,12回1校)｡一方, ｢連携を行っていない｣と回答
した21校のうち11校からその理由についての回答を得
た｡主なものは ｢必要を感じない｣ (5名), ｢該当の
児童 ･生徒がいない｣ (4名), ｢スクールカウンセラ
ーの方が役に立つ｣ (2名)などであった｡
また,コーディネーターが巡回相談や専門家チームと
の連携を図る上での問題点として, ｢順番待ちが多く,
タイムリー な連携ができない｣という回答が最も多く
(13名),先に述べた関係機関との連携と同様の問題点
が指摘された (表20)0｢手続きが煩雑で日数もかかる｣
(6名), ｢無隆に相談できない｣ (5名)という回答
も上位を占め,巡回相談や専門家チームとの連携を図り
にくい様子がうかがえる｡
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表20巡回相敵や専門家チームとの連携を図る上での間類点(自由記述)
人数 (%)
順番待ちが多く,タイムリー な連携ができ
ない
手続きが煩雑で日数もかかる
気軽に相鼓できない
回数が少なく単発になりやすい
参考になるアドバイスをもらえない
情報を伝えてほしい
連続して同じ先生に来てほしい
記録を取ること
必要を感じない
13(33.3)
6(15.4)
5(12.8)
3 (7.7)
2 (5.1)
1 (2.6)
1 (2.6)
1 (2.6)
7(17.9)
(n=39)
7.コーディネーターとしての資質
コー ディネーターとしての資質について, ｢十分であ
る｣と回答したコー ディネーターは2名 也.4%)と最も
少なかったのに対して, ｢不十分である｣と回答したコ
ーディネーターは31名 (36.5%)と最も多かった｡ ｢十
分である｣, ｢やや十分である｣ (10名,ll.8%)をあ
わせたものを肯定的回答, ｢やや不十分である｣ (23
名,27.1%), ｢不十分である｣をあわせたものを否定
的回答とすると,肯定的回答は 14.2%,否定的回答は
63.6%となり,コー ディネーターの多くは,コー ディネ
ーターとしての資質について否定的にとらえているこ
とがわかった｡一方で, ｢わからない｣と回答したコー
ディネーターも18名α1.2%)と5分の1以上を占め7㌔
Ⅳ.考察
1.小 ･中学校におけるコーディネーターの現状
本調査においては,コーディネーターを担っている教
職員は,教職経験牢数21年以上の中堅からベテラン層
(83.5%)が多く,指導的な立場にある教職員が多数指
名されていることが明らかになった｡また,柘植･宇野･
石橋 位07)は,校長はコーディネーターの指名にあた
って,特別支陵教育に対する熱意や知識･技能を最も配
慮しているとした｡本調査では,のべ73名 (76.8%)の
コーディネーターが特別支援教育の経験を有していた
ことや特別支援学級担任が最も多くコーディネーター
に指名されている (38各,44,7%)ことからも,全国的
な動向と同様の指名が行われていると考えられる｡そし
て,現任校勤務年数の長さは,コー ディネーターの指名
にはそれほど重視されていなかった｡
一方で,自分自身のコーディネーターとしての資質が
十分ではないとしたコーディネーターが多数いた｡田中
CO07)はコー ディネーターに必要な資質を①感情と理
性の分艶 ②整艶 分析する観点 ③コミュニケ-ショ
ン能九 ④柔軟性であるとし,このうち②整理,分析す
る観点について,特別支援教育の専門知識が乏しいコー
ディネーターであっても,目の前の現象について,整理,
分析しておく習慣をつけることで業務の大半を行うこ
とができるとした｡さらにその上で,発達障害の知織を
加える研修が大切であるとした｡本調査地域において
も,県教育委員会や市教育委員会が主催の研修が行われ
てきているCこの研修には本調査の対象となったコー デ
ィネーターも数多く参加しており,今後,これらの研修
を通して得た知識を実践に還元していくことが必要に
なってくるであろう｡
2.コーディネーターの取り組み
コー ディネーターは ｢学級担任-の支援｣, ｢校内関
係者との連携｣, ｢校内委員会の推進｣ということが重
要だと考え,実際に取り組んでいる｡これらはすべて校
内での支援や組織づくりであるo大石･大塚 Q07)は
コー ディネーターとしての取り組み内容を ｢組級｣ ｢実
践｣ ｢連携｣の3つに分類し,現在は ｢組織｣から ｢実
践｣に移りつつあるとし, ｢連携｣については,手付か
ずの状態であるとした｡本調査においても同様に, ｢巡
回相貌 専門家との連携J, ｢関係機関との連旅｣につ
いてはなかなか取り組めていなかった｡これは,校務分
掌を兼務し,時間的余裕がないことや,担当授業時間の
多さからコーディネーターとしての職務に取り組む時
間数の確保が難しく,学校外部の関係機関との ｢連携｣
までは対応できないことを示していると考えられる｡
一方で,医療機関,巡回相貌 特別支援学校等との連
携をすべきであると考えるコーディネーターは多く存
在したっその中で大切になってくるのは,連携の簡易性
適時性,継続性であると推察された｡また,田中･池本
(204)が指摘するように,学校と学校外の機関との連
携という点においては,市町村の体制により,地域絡
差 ･学校格差が生じてくる恐れがある｡今後,地域ごと
の実践事例をもとに検討していく必要があるだろう｡
また,学校教育法施行令 (第 18条の2)で書潮 時
に教育学,医学,心理学などの専門家の意見を聴くとと
もに保経者からも意見を聴くものとしも このことから
も,特に保護者に対する対応が重視されつつあると考え
られるO本調査では,児童･生徒に対する保終着と学校
の意織にずれが生じており,共通理解できていない実態
が明らかになった｡今後,ケース会議や校内委員会の場
において,保護者を交えた支援のあり方について検討す
る必要性があると思われる｡
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3.校内体制の構築
大石ら e07)は校長や学校体制によってコー ディネ
ーターの役割が左右され その位置付けがまだまだ不安
定な役職であるとした｡また,伊藤 ･横尾 α05)は学
校全体に特別支援教育体制を整えることができなけれ
ば,コー ディネーターがその能力を発揮することが難し
いと指摘している｡先に述べたように,本調査地域のコ
ーディネーターの活動は,校内での支援体制づくりを行
っている段階であり,多くのコー ディネーターが現在の
校内体制について満足していなかった｡その上で ｢校務
分掌や担任の仕事が忙しく,時間がない上 ｢教職員の
理解が得られない｣といった課題が挙げられていた｡
これに対して,校内体制を整えていく上で ｢コー ディ
ネーターを専任とする｣, ｢学校全掛こかかわれる担任
以外の立場の教職員が行うべき｣というコー ディネータ
ーの立場に注目した回答からもうかがえるように,コー
ディネーターとしての活動時間の確保に加え,校内にお
ける立場や職務を明確にするなどの検討が必要となっ
てくるであろう｡さらに,支援の必要な児童･生徒を学
校全体の問題として考えられる教職員同士の人間関係
の形成を円滑に進めるために,田中 Q07)が指摘する
ように,コーディネーターのコミュニケーション能力
も,校内体制の整備と同様に必要になってくると考えら
れる｡
以上から,校内事情に配慮しながらも,大石らC07)
の指摘した ｢一定のコー ディネーター像｣を確立した上
で,学校全体の特別支援教育に対する意識を高めていく
ことが必要になってくるのではないだろうか｡今後,校
内体制が整えられていく過程において,本調査と同様の
全県調査を行うことが望ましい.その際,小･中学校の
コーディネーターの職務実態の違いにも言及し,さらに
究明 ･分析する必要があろう｡
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